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Ⅱ．条例施行規則に定める様式について 

 

１ 様式 

  【別記第５号様式】特定事業許可申請書（※別紙あり）･･････････････････P30 

  【別記第６号様式】検査試料採取調書･･････････････････････････････････P33 

  【別記第７号様式】特定事業許可申請に係る申告書･･････････････････････P34 

  【別記第７号様式の２】誓約書（法人用）･･････････････････････････････P35 

  【別記第７号様式の３】誓約書（個人用）･･････････････････････････････P36 

  【別記第８号様式】一時堆積事業許可申請書････････････････････････････P37 

  【別記第９号様式】特定事業（一時堆積事業）変更許可申請書････････････P39 

  【別記第 10 号様式】特定事業変更届出書･･･････････････････････････････P41 

  【別記第 11 号様式】土砂等搬入届出書･････････････････････････････････P42 

  【別記第 12 号様式】土砂等発生元証明書･･･････････････････････････････P43 

  【別記第 13 号様式】特定事業着手報告書･･･････････････････････････････P44 

  【別記第 14 号様式】特定事業場状況報告書（※別紙あり）･･･････････････P45 

  【別記第 15 号様式】特定事業水質・土壌検査報告書･････････････････････P47 

  【別記第 16 号様式】特定事業完了（廃止）届出書･･･････････････････････P48 

  【別記第 17 号様式】特定事業休止（再開）届出書･･･････････････････････P49 

  【別記第 18 号様式】特定事業承継届出書･･･････････････････････････････P50 

  【別記第 19 号様式】立入検査の身分証明書･････････････････････････････P51



－30－ 

別記第５号様式（第 11 条関係） 

特定事業許可申請書 

  年  月  日   

和歌山県知事 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

申請者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号                     

 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 19 条第 1 項の規定に

より、特定事業の許可を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

備考 

１ 「所在地」の欄には、特定事業場の所在地を地番まで記載すること。 

２ 「特定事業完了後の跡地に関する事項」欄について、跡地利用計画がない場合にあっては、 

周辺の環境保全のための緑化等を措置すること。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

現場責任者の職名、 

氏 名 及 び 住 所 

職名：         氏名：              

住所：                          

特 定 事 業 区 域 の 

所 在 地 及 び 面 積 

所在地 特定事業場の面積        ㎡ 

うち特定事業区域の面積     ㎡ 

特定事業を施工する事務所の所在地 
 

（電話番号） 

特定事業に必要な施設及び事務所の 

設 置 計 画 及 び 位 置 
   別添のとおり 

特定事業を行う土地の所有者の 

氏名（法人にあっては、名称及び 

代 表 者 の 氏 名 ） 及 び 住 所 

氏名：                  
 
住所：                    

特 定 事 業 に 用 い る 土 砂 等 の 

主 な 採 取 場 所 及 び 数 量 並 び に 

搬 入 及 び 搬 出 の 計 画 

   別紙のとおり 

特 定 事 業 を 行 う 期 間     年  月  日～    年  月  日 

土砂等への廃棄物の混入の防止措置 
 

 

特 定 事 業 区 域 内 の 浸 透 水 を 

採 取 す る た め の 措 置 
   別紙図面のとおり 

特 定 事 業 が 完 了 し た 場 合 の 

特 定 事 業 場 の 構 造 
   別紙図面のとおり 

特定事業完了後の跡地に関する事項     
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添付書類 

 １ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

２ 特定事業区域の面積を明らかにした求積図 

３ 特定事業場の位置を明らかにした縮尺5万分の1以上の図面並びに特定事業場及びその付近

の状況を示す見取図 

 ４ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（特定事業の施工前の現況及び完了時の状況が確認

できるものに限る。） 

 ５ 特定事業区域内の土地の登記事項証明書及び不動産登記法第 14 条第 1 項に規定する地図又

は同条第 4項に規定する地図に準ずる図面の写し 

 ６ 申請者が特定事業区域内の土地の所有者でない場合にあっては、当該土地の使用権原を証す

る書類及び当該土地の所有者の当該特定事業の計画に対する同意があったことを証する書類 

 ７ 特定事業区域内の土地について、当該特定事業の計画の実施の妨げとなる権利を有する者の

当該計画に対する同意があったことを証する書類 

 ８ 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試料とした土砂等を採取した地点の位

置図及び現場写真並びに当該採取した試料ごとの検査試料採取調書及び当該検査の結果を証

明する書面（環境計量士が発行したものに限る。） 

 ９ 特定事業に用いる土砂等の量を積算した計算書 

10 直近３年分の財務諸表及び所得税（法人にあっては、法人税）の納税証明書 

11 特定事業許可申請に係る申告書 

12 誓約書 

13 その他知事が必要と認める書類 

和歌山県収入証紙貼付欄 
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別紙 

特定事業に用いる土砂等の主な採取場所及び数量並びに搬入及び搬出の計画 

 

採取場所・発生元事業者名 

搬 入 計 画 等 

予定量 

㎥ 

最大日量 

㎥ 

搬入 

期間 

搬入 

時間 
備考 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

 

 

 

搬出先・搬出先事業者名 

搬 出 計 画 等 

予定量 

㎥ 

最大日量 

㎥ 

搬出 

期間 

搬出 

時間 
備考 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

注 備考欄には、運搬事業者、１日当たりのトラックの搬入台数等を記載すること。 
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別記第６号様式（第 11 条、第 16 条、第 22 条関係） 

検査試料採取調書 

 

  年  月  日   

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

採取者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号 

 

別添土壌検査結果証明書（水質検査結果証明書）の検査試料を次のとおり採取しました。 

 

備考 試料採取は、計量証明を行う者の計量管理下で行うこと。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

採取した試料の検査結果 

を 証 明 す る 書 面 に 

記載された発行番号 

 

 

 

 

検 体 区 分 

土砂等（表土・搬入・定期・廃止・完了） 

 

 

 

 

浸透水（定期・廃止・完了） 

 

 

 

 

採 取 年 月 日       年    月    日 

採 取 日 の 天 候  

土砂等の採取の場合に 

あっては、採取深度 
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別記第７号様式（第 11 条関係） 

特定事業許可申請に係る申告書 
年  月  日   

和歌山県知事 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
申請者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 

電話番号 
 
  特定事業許可申請に際し、申請者の欠格事項について以下のとおり申告します。なお、この内容について、変

更が必要となるに至ったときは、速やかに申し立てます。 
 
   いずれかに○印をつけること。なお、虚偽の申告をした場合には、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する

条例第 34 条第１項第３号の規定により、許可を取り消すことがある。 
 

事    項 
 

 
 役員等、法定代理人、使用人及び親子会社等の欄は、該当者がいる場合、該当に○印をし、

以下について申告すること。 

申請者 

役員等 
法 定 

代理人 
使用人 

親 子 

会社等 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

①  条例第17条第２項若しくは第３項又は第35条第１項若しくは第２項の規定により命

令を受け、必要な措置を完了していない者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

②  条例第34条第１項各号（第７号を除く。）の規定により許可を取り消され、その取消

しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合において

は、当該取消しの処分に係る和歌山県行政手続条例（平成７年和歌山県条例第52号）第

15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員であった者で当該取消

しの日から３年を経過しない者を含む。） 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

③  拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から５年を経過しない者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

④  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。第32条の

３第７項を除く。）の規定に違反し、又は刑法（明治40年法律第45号）第204条、第

206条、第208条、第208条の２、第222条若しくは第247条の罪若しくは暴力行為等

処罰ニ関スル法律（大正15年法律第60号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

⑤  土砂等の埋立て等を行うに際し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律

第137号）第16条の規定（投棄禁止）に違反し、同法の許可を取り消され、その取消し

の日から３年を経過しない者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

⑥  条例第34条第１項の規定により特定事業の停止を命じられ、その停止の期間が経過し

ない者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

⑦  土砂等の埋立て等に関係する法令等の規定に基づく行政庁の命令に違反している者 

※ただし、上記①及び⑥を除く。 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

⑧  土砂等の埋立て等に関係する法令等に係る違反を繰り返し、行政庁の行政指導が累積

しており、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生じるおそれがあると認められる状態

のまま放置している者 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

該 当 

非該当 

備考 
 １ 役員等 

法人における役員等。業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者。相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行す
る社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する者を含む。 

 ２ 法定代理人 
申請者が未成年であって、親権者又は未成年後見人（１に該当する者を除く。） 

 ３ 使用人 
申請者の使用人で、次に掲げるものの代表者（１及び２に該当する者を除く。） 
ａ 本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 
ｂ ａに掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、特定事業に係る契約を締結する権限を有する者を置くもの 

 ４ 親子会社等 
申請者を除く次に掲げる者（１から３までに該当する者を除く。） 
ａ 申請者と会社法上の親会社又は子会社の関係にある法人 
ｂ 申請者（法人にあっては、その代表者）が代表者である法人（ただし、実質的に同一主体である場合に限る。） 
ｃ 申請者（法人にあっては、その代表者）の配偶者若しくは二親等内の親族又はこれらの者が代表者である法人（実質的に同一主体である場合に限る。） 

 

（日本産業規格Ａ列４番）
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別記第７号様式の２（第１１条関係） 

 

誓 約 書 （法人用） 

   
 当法人（当社）は、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例（平成

２０年和歌山県条例第４９号。以下「条例」という。）第１９条又は第２４条の規定による許可の申請

に際し、自らが次のいずれにも該当しないことを誓約します。 
（1） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以 

下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が役員 
等（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるものをいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有する者であるかを問わず、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められる者を含む。以下同じ。）となっている事

業者 
（2） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ 

て、暴力団員を利用した事業者 
（3） いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する 

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不正に

与えた事業者 
（4） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際をするなど社会的に非 

難される関係を有している事業者 
（5） 下請契約、資材・原材料の購入契約、再委託契約その他の契約に当たり、その契約の相 

手方が前各号の規定に該当する者であると知りながら、当該契約を締結した事業者 
 
  
 
      年  月  日 
 
 和歌山県知事        様           
 
  

住所 
 
                   名称 

 
代表者職氏名              
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別記第７号様式の３（第１１条関係） 

 

誓 約 書 （個人用） 

 
 私は、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例（平成２０年和歌山

県条例第４９号。以下「条例」という。）第１９条又は第２４条の規定による許可の申請に際し、自ら

が次のいずれにも該当しないことを誓約します。 
（1） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
（2） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力

団員を利用した者 
（3) いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不正に与えた

者 
（4) 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際をするなど社会的に非難される関係を

有している者 
（5） 下請契約、資材・原材料の購入契約、再委託契約その他の契約に当たり、その契約の相手方

が前各号の規定に該当する者であると知りながら、当該契約を締結した者 
 
 
      年  月  日 
 
 和歌山県知事        様           
 
  

住所 
 
                   氏名                 
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別記第８号様式（第 11 条関係） 

一時堆積事業許可申請書 

  年  月  日   

和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

申請者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号                     

 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 19 条第 1 項の規定に

より、一時堆積事業の許可を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

備考 「所在地」の欄には、特定事業場の所在地を地番まで記載すること。 

現場責任者の職名、 

氏 名 及 び 住 所 

職名：       氏名：                

住所：                          

特 定 事 業 区 域 の 

所 在 地 及 び 面 積 

所在地 

 

特定事業場の面積      ㎡ 

うち特定事業区域の面積   ㎡ 

特定事業を施工する事務所の所在地 
 

（電話番号） 

特定事業に必要な施設及び事務所の 

設 置 計 画 及 び 位 置 
別添のとおり 

特定事業を行う土地の所有者の 

氏名（法人にあっては、名称及び 

代 表 者 の 氏 名 ） 及 び 住 所 

氏名：                  
 
住所：  

特定事業区域内の表土の汚染状況に 

ついての検査結果（当該表土と 

特定事業に使用される土砂等が 

遮 断 さ れ る 構 造 で あ る 場 合 に 

あ っ て は 、 そ の 構 造 ） 

   別紙のとおり 

一 時 堆 積 事 業 に 使 用 さ れ る 

土砂等の搬入予定量及び搬出予定量 

搬入予定量         ㎥ 

（１日平均         ㎥） 

搬出予定量         ㎥ 

（１日平均         ㎥） 

一 時 堆 積 事 業 を 行 う 期 間     年  月  日～    年  月  日 

土砂等への廃棄物の混入の防止措置 

 

 

 

特 定 事 業 場 の 構 造    別紙図面のとおり 

特 定 事 業 区 域 内 の 浸 透 水 を 

採 取 す る た め の 措 置 
   別紙図面のとおり 

特定事業に使用される土砂等に 

ついて、当該土砂等の採取場所ごと 

に当該土砂等を区分するための措置 

   別紙図面のとおり 
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添付書類 

 １ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

 ２ 特定事業区域の面積を明らかにした求積図 

 ３ 特定事業場の位置を明らかにした縮尺5万分の1以上の図面並びに特定事業場及びその付近

の状況を示す見取図 

 ４ 特定事業区域内の土地の登記事項証明書及び不動産登記法第 14 条第 1 項に規定する地図又

は同条第 4項に規定する地図に準ずる図面の写し 

 ５ 申請者が特定事業区域内の土地の所有者でない場合にあっては、当該土地の使用権原を証す

る書類及び当該土地の所有者の当該特定事業の計画に対する同意があったことを証する書類 

 ６ 特定事業区域内の土地について、当該特定事業の計画の実施の妨げとなる権利を有する者の

当該計画に対する同意があったことを証する書類 

 ７ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造である場合にあっ

ては、その構造図 

 ８ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造でない場合にあっ

ては、特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試料とした土砂等を採取した地点の

位置図及び現場写真並びに当該採取した試料ごとの検査試料採取調書及び当該検査の結果を

証明する書面（環境計量士が発行したものに限る。） 

 ９ 特定事業場の土砂等の堆積が最大となった場合の計画平面図及び計画断面図（特定事業の施

工前の現況及び完了時の状況が確認できるものに限る。） 

10 直近３年分の財務諸表及び所得税（法人にあっては、法人税）の納税証明書 

11 特定事業許可申請に係る申告書 

12 誓約書 

 13 その他知事が必要と認める書類 

和歌山県収入証紙貼付欄 
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別記第９号様式（第 15 条関係） 

特定事業（一時堆積事業）変更許可申請書 

 

  年  月  日   

  和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

申請者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号 

 

年  月  日付け和歌山県指令 第  号で許可を受けた事項について変更した

いので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 24 条第 1 項

の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

許可番号等       年   月   日    第       号  

変 更 し た 

事項の内容 
変更後 変更前 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の理由 
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次に掲げる書類のうち添付している書類について、○印を付すること。 

Ⅰ 特定事業（一時堆積事業を除く。）の変更に係る申請の場合 

１ 申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

２ 特定事業区域の面積を明らかにした求積図 

３ 特定事業場の位置を明らかにした縮尺5万分の1以上の図面並びに特定事業場及びその

付近の状況を示す見取図 

４ 特定事業場の計画平面図及び計画断面図（特定事業の施工前の現況及び完了時の状況が

確認できるものに限る。） 

  ５ 特定事業区域内の土地の登記事項証明書及び不動産登記法第 14 条第 1 項に規定する地

図又は同条第 4項に規定する地図に準ずる図面の写し 

  ６ 申請者が特定事業区域内の土地の所有者でない場合にあっては、当該土地の使用権原を

証する書類及び当該土地の所有者の当該特定事業の計画に対する同意があったことを証

する書類 

  ７ 特定事業区域内の土地について、当該特定事業区域に係る特定事業の計画の実施の妨げ

となる権利を有する者の当該計画に対する同意があったことを証する書類 

  ８ 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査の試料とした土砂等を採取した地点

の位置図及び現場写真並びに当該試料ごとの検査試料採取調書及び当該検査の結果を証

明する書面（環境計量士が発行したものに限る。） 

 ９ 特定事業に使用される土砂等の量を積算した計算書 

10 直近３年分の財務諸表及び所得税（法人にあっては、法人税）の納税証明書 

11 特定事業許可申請に係る申告書 

12 誓約書 

13 その他知事が必要と認める書類 

Ⅱ 特定事業（一時堆積事業）の変更に係る申請の場合 

１ Ⅰの１から３まで、５から７まで及び 10 から 12までに掲げる書類 

２ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造である場合に

あっては、その構造図 

３ 特定事業区域内の表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造でない場合に

あっては、Ⅰの８に掲げる書類 

４ 特定事業場の土砂等の堆積が最大となった場合の計画平面図及び計画断面図（特定事業

の施工前及び完了時の状況が確認できるものに限る。） 

５ その他知事が必要と認める書類 

和歌山県収入証紙貼付欄 
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別記第 10 号様式（第 15条関係） 

特定事業変更届出書 

 

  年  月  日   

和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

届出者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号 

 

年  月  日付け和歌山県指令 第   号で許可を受けた事項について変更し

たので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 25 条の規

定により、次のとおり届け出ます。 

 

備考 特定事業の変更があった日から起算して 10日以内に届け出ること。 

（日本産業規格Ａ列４番）

変更した事項の内容 変 更 後 変 更 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

 １ 特定事業の許可を受けた者の氏名、住所を変更する場合にあっては、住民票の写し（法

人にあっては、登記事項証明書） 

 ２ 特定事業に使用される土砂等の量（土砂等の量を減少させるものに限る。）を変更する

場合にあっては、土砂等の量を計算した計算書 
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別記第 11 号様式（第 16条関係） 

土砂等搬入届出書 

 

  年  月  日   

 和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

届出者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号 

 

 

年  月  日付け和歌山県指令 第   号で許可を受けた特定事業について、土

砂等を搬入したいので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条

例第 26 条の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

土 砂 等 の 採 取 場 所 の 所 在 地 
 

土砂等の採取場所の責任者の住所、 

氏 名 及 び 電 話 番 号 
別添のとおり 

土 砂 等 の 搬 入 予 定 量 

当該採取場所からの搬入予定量 

               ㎥ 

（うち今回の搬入量      ㎥） 

土 砂 等 の 搬 入 期 間 

 
    年  月  日～   年  月  日 

土砂等の運搬事業者の住所、 

氏 名 及 び 電 話 番 号 

 

 

 

 

添付書類 

 １ 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等の

発生場所の責任者が発行した土砂等発生元証明書 

 ２ 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計量士が発行したも

のに限る。）。ただし、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する

条例施行規則第 16条第４項各号のいずれかに該当する場合にあっては、これら書面の添付

を省略することができる。 

 ３ 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第 16

条第４項第２号に該当する土砂等である場合にあっては、当該土砂等に係る売渡証明書そ

の他の当該土砂等を譲渡したことを証明する書面及び採石法、砂利採取法その他の法令等

に基づき許認可を受けていることを証明する書面 
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別記第 12 号様式（第 16条関係） 

土砂等発生元証明書 

 

  年  月  日   

和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

発生元事業者 

責任者氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  

 

電話番号 

 

土砂等の発生について、次のとおり証明します。 

なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄

物ではありません。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

採 取 場 所 の 所 在 地  

証明に係る土砂等 

が建設工事等に 

より発生した場合 

にあっては、建設 

工 事 等 の 概 要 

工 事 名  

発 注 者  

工事施工期間    年  月  日～    年  月  日 

当該工事に係る土砂等の発生量 
               ㎥ 

（うち今回の搬入量      ㎥） 

今回の証明に係る土砂等の量                ㎥（4,000 ㎥以内） 

発生土砂等の汚染状況についての 

検 査 結 果 の 証 明 書 の 有 無 
有 ・ 無 

証明に係る土砂等の運搬事業者の 

住所、氏名及び電話番号（法人にあ 

っては、その名称、代表者又は主た 

務所の所在地及び電話番号） 

 

 

証明に係る土砂等の使用者の住所、 

氏名及び電話番号（法人にあっては、 

その名称、代表者又は主たる事務 

所 の 所 在 地 及 び 電 話 番 号 ） 
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別記第 13 号様式（第 18条関係） 

特定事業着手報告書 

 

  年  月  日   

  和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

報告者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

 

 

土砂等の埋立て等に着手したので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防

止に関する条例第 28 条の規定により、次のとおり報告します。 

 

備考 特定事業に着手した日から起算して 10 日以内に報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

許 可 番 号 等     年  月  日       第   号 

特 定 事 業 の 施 工 期 間    年  月  日～    年  月  日 

着 手 年 月 日     年  月  日 

土 砂 等 搬 入 届 出 書 の 

提 出 年 月 日 
    年  月  日 
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別記第 14 号様式（第 19条関係） 

特定事業場状況報告書 

 

  年  月  日   

  和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

報告者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

 

 

産業廃棄物の保管及び土砂等の不適正処理防止に関する条例第 29 条の規定により、特定事

業場の状況を次のとおり報告します。 

 

備考 特定事業を開始した日から起算して６月ごとに当該６月を経過した日から起算して３週

間以内に報告すること。 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番） 

許 可 番 号 等     年  月  日       第   号 

特 定 事 業 区 域 の 面 積 

（一時堆積事業である場合の 

実 施 済 面 積 は 、 堆 積さ れ て 

い る 面 積 と す る 。 ） 

       ㎡（うち実施済面積     ㎡） 

特定事業が一時堆積事業以外の 

場合にあっては、特定事業に 

使 用 さ れ た 土 砂 等 の 量 

                      ㎥ 

特定事業が一時堆積事業である 

場 合 に あ っ て は 、 土砂 等 の 

搬 入 量 及 び 搬 出 量 

搬入量    

                   ㎥    

搬出量 

                   ㎥ 

今 回 の 報 告 に 係 る 期 間     年  月  日～    年  月  日 
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別紙 

 

採取場所・工事名等 
搬入予定量 

㎥ 

前回累計量 

㎥ 

今回報告量 

㎥ 

累計量 

㎥ 
備考 
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別記第 15 号様式（第 22条関係） 

特定事業水質・土壌検査報告書 

 

  年  月  日   

 

  和歌山県知事 様 

 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

報告者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

 

 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 30 条第 3 項の規

定により、水質検査（土壌検査）の結果を次のとおり報告します。 

 
備考 

１ 不要な部分を線で消すこと。 

２ 計量証明における試料採取は、計量証明を行う者の計量管理の下で行うこと。 

３ 次に掲げる書類を添付すること。 

(1) 水質検査又は土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場写真 

(2) 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書 

(3) 水質検査又は土壌検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限る。） 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

許可番号等       年    月    日    第       号  

検査の区 分 

 

水  質  ・  土  壌 

 

検 査 試 料 

採 取 場 所 
別添書類及び現場写真のとおり 

検 査 試 料 

採取年月 日 

 

      年   月   日 

 

検 査 結 果 別 添 の と お り 



－48－ 

別記第 16 号様式（第 24条関係） 

特定事業完了（廃止）届出書 

 

  年  月  日   

 和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

届出者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

 

 

特定事業を完了（廃止）したので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防

止に関する条例第 32 条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

備考 

１ 不要な部分を線で消すこと。 

２ 特定事業を完了した場合にあっては、完了した日から起算して 15 日以内、特定事業を廃

止した場合にあっては、廃止した日から起算して 30 日以内に届け出ること。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

許 可 番 号 等     年  月  日       第   号 

完 了 （ 廃 止 ） 

年 月 日 等 

計画期間 

 

    年  月  日～    年  月  日 

 

完了（廃止）年月日 

 

    年  月  日  

 

検 査 希 望 日              年  月  日                       

完了（廃止）した 

特定事業区域の 

構 造 

別添のとおり 
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別記第 17 号様式（第 24条関係） 

特定事業休止（再開）届出書 

 

  年  月  日   

 和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

届出者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

    

 

特定事業を            ので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適 

 

正処理防止に関する条例第 32条       の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

備考 不要な部分を線で消すこと。 

（日本産業規格Ａ列４番）

許 可 番 号 等     年  月  日       第   号 

休 止 （ 再 開 ） 

年 月 日 等 

計画期間    年  月  日～    年  月  日 

休止（再開）年月日    年  月  日 

休止期間    年  月  日～    年  月  日 

特定事業の休止の 

場合にあっては、 

特定事業区域以外 

の地域への当該特 

定事業による土壌 

の汚染及び浸透水 

の汚濁の対策のた 

めに必要な措置 

 

特 定 事 業 が 

一時堆積事業であ

る場合にあって

は、特定事業区域

の面積のうち土砂 

等が堆積されて  

い る 面 積  

 

㎡ 

 

２月以上休止する 
２月以上休止した 
再 開 す る  

第１項 
第２項 
第８項 
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別記第 18 号様式（第 25条関係） 

特定事業承継届出書 

 

  年  月  日   

  和歌山県知事 様 

 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

届出者 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

電話番号 

 

 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 19 条第１項の許

可を受けた者の地位を承継したので、同条例第 33 条第２項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

 

備考 特定事業の許可を受けた者の地位を承継した日から起算して 30 日以内に届け出ること。 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

許 可 番 号 等      年  月  日       第   号 

承継前の事業者 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

承 継 の 理 由           

承 継 年 月 日            年  月  日  

添付書類 

 １ 地位の承継の事実を証する書面 

 ２ 地位の承継をした者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

３ 工事の経歴等及び資金計画書 
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別記第 19 号様式（第 26条関係） 

 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例（抜粋） 
 
（報告の徴収） 

第 38 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、産業廃棄物の保管をする者又は
土砂等の埋立て等を行う者に対し、期限を定めて、産業廃棄物の保管又は土砂等の埋立て
等に関し必要な報告を求めることができる。 
（立入検査） 

第 39 条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、産業廃棄物の保管
をする者若しくは土砂等の埋立て等を行う者の事務所若しくは事業場又は産業廃棄物の
保管若しくは土砂等の埋立て等に係る土地若しくは建物に立ち入り、産業廃棄物の保管又
は土砂等の埋立て等に関し、帳簿書類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、又は
試験の用に供するのに必要な限度において産業廃棄物及び土砂等を無償で収去させるこ
とができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提
示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては
ならない。 
（罰則） 

第 45 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 
 (1)から(8)まで （略）  
 (9) 第 38 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(10) 第 39 条第１項の規定による立入検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避し、
又は質問に対して陳述せず、若しくは虚偽の陳述をした者 

 
 

第   号 

 
 
 

所 属 
職 名 

 氏 名 
  年  月  日 生 
  年  月  日発行 
 
 
 
  和歌山県知事   

 

12 センチメートル 

８

セ

ン

チ

メ

｜

ト

ル 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例  

第 ３ ９ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 身 分 証 明 書  

 

 

 

写真貼付 

２センチメートル 

２センチメートル 

印 

印 



－52－ 

 

 

２ 様式の記載例 

  【別記第５号様式】特定事業許可申請書（記載例）･････････････････････････P53 

  【別記第６号様式】検査試料採取調書（記載例）･･･････････････････････････P55 

  【別記第８号様式】一時堆積事業許可申請書（記載例）････････････････････P56 

  【別記第９号様式】特定事業（一時堆積事業）変更許可申請書（記載例）････P57 

  【別記第 10 号様式】特定事業変更届出書（記載例）････････････････････････P58 

  【別記第 11 号様式】土砂等搬入届出書（記載例）･･････････････････････････P59 

  【別記第 12 号様式】土砂等発生元証明書（記載例）････････････････････････P60 

  【別記第 13 号様式】特定事業着手報告書（記載例）････････････････････････P61 

  【別記第 14 号様式】特定事業場状況報告書（記載例）･･････････････････････P62 

  【別記第 15 号様式】特定事業水質・土壌検査報告書（記載例）･･････････････P64 

  【別記第 16 号様式】特定事業完了（廃止）届出書（記載例）････････････････P65 

  【別記第 17 号様式】特定事業休止（再開）届出書（記載例）････････････････P66 

  【別記第 18 号様式】特定事業承継届出書（記載例）････････････････････････P67 
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別記第５号様式（第 11 条関係） 

特定事業許可申請書 

令和○○年○○月○○日   
 和歌山県知事 ○○○○ 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
申請者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 19 条第 1 項の規

定により、特定事業の許可を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

現場責任者の職名、

氏 名 及 び 住 所 
職名：管理課長     氏名：和歌山 次郎        
住所：○○市△△町□□丁目◇◇番地            

特 定 事 業 区 域 の 
所 在 地 及 び 面 積 

所在地 

○○市○○町○○番地 

ほか３筆 

特定事業場の面積    ６，０００㎡ 
うち特定事業区域の面積 ４，５００㎡ 

特定事業を施工する事務所の所在地 ○○市○○町○○番地 
（電話番号）０７３－○○○―△△△△ 

特定事業に必要な施設及び事務所の 
設 置 計 画 及 び 位 置    別添のとおり 

特定事業を行う土地の所有者の 
氏名（法人にあっては、名称及び 
代 表 者 の 氏 名 ） 及 び 住 所 

氏名：紀州 一郎             
 
住所：○○市○○町○○番地               

特 定 事 業 に 用 い る 土 砂 等 の 
主 な 採 取 場 所 及 び 数 量 並 び に 
搬 入 及 び 搬 出 の 計 画 

 
   別紙のとおり 

特 定 事 業 を 行 う 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

土砂等への廃棄物の混入防止措置 
 

土砂搬入時における展開検査を実施 

 

特 定 事 業 区 域 内 の 浸 透 水 を 
採 取 す る た め の 措 置    別紙図面のとおり 

特 定 事 業 が 完 了 し た 場 合 の 
特 定 事 業 場 の 構 造    別紙図面のとおり 

特定事業完了後の跡地に関する事項 宅地造成により、住宅分譲地を計画 

記載例 
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別紙 

特定事業に用いる土砂等の主な採取場所及び数量並びに搬入及び搬出の計画 

 

採取場所・発生元事業者名 
搬 入 計 画 等 
予定量 

㎥ 
最大日量 

㎥ 
搬入 
期間 

搬入 
時間 

備考 

Ａ町Ｂ字Ｃ番ほか 
Ａ団地造成工事に伴う掘削土砂 
Ａ建設（株） 

 
６，０００ 

 
１２０ 

R  .  .  
～ 

R  .  . 

9:00～ 
17:00 

日､祭日除く 

20 台/日 

10t ﾀﾞﾝﾌﾟ 

Ｓ建設（株）が運搬 
Ｄ町Ｅ字Ｆ番 
県道Ｄ線改良工事に伴う掘削土砂 
（株）Ｂ土建 

 
３，０００ 

 
９０ 

R  .  .  
～ 

R  .  . 

9:00～ 
17:00 

日､祭日除く 

 
15 台/日 

10t ﾀﾞﾝﾌﾟ 

○○が運搬 
Ｇ町Ｈ字Ｉ番 
Ｇマンション建築に伴う掘削土砂 
（株）Ｇ組 

 
１，０００ 

 
６０ 

R  .  .  
～ 

R  .  . 

9:00～ 
17:00 

日､祭日除く 

10 台/日 

10t ﾀﾞﾝﾌﾟ 

○○が運搬 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

 

搬出先・搬出先事業者名 
搬 出 計 画 等 

予定量 
㎥ 

最大日量 
㎥ 

搬出 
期間 

搬出 
時間 

搬出土砂等の区分 
備考 

    
～ 

 

 
～ 

 

    
～ 

 

 
～ 

 

 
 

 

 

 

 

 

注 備考欄には、運搬事業者、１日当たりのトラックの搬入台数等を記載すること。 
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別記第６号様式（第 11 条、第 16 条、第 22 条関係） 

検査試料採取調書 

 
 

令和○○年○○月○○日   
  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
採取者   和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
 
別添土壌検査結果証明書（水質検査結果証明書）の検査試料を次のとおり採取しました。 

 

備考 試料採取は、計量証明を行う者の計量管理下で行うこと。 
 
 
 

 
 

採取した試料の検査結果 
を 証 明 す る 書 面 に 
記載された発行番号 

Ａ―１３５７９ 

検 体 区 分 

 
 
土砂等（表土 ・ 搬入 ・ 定期 ・ 廃 止・ 完了 ） 

 
 
浸透水（定期・廃止・完了） 
 
 

採 取 年 月 日 
 

令和○○年○○月○○日 
 

採 取 日 の 天 候  晴れ 

土砂等の採取の場合に 
あっては、採取深度 

 表土・５～５０ｃｍ（表土の検査の場合） 

 

４５ｃｍ（搬入する土砂等の検査の場合） 

記載例 
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別記第８号様式（第 11 条関係） 

一時堆積事業許可申請書 

令和○○年○○月○○日   
 和歌山県知事 ○○○○ 様 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
申請者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

電話番号 ０７３－○○○－△△△△ 

 
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 19 条第 1 項の規

定により、一時堆積事業の許可を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

備考 「所在地」の欄には、特定事業場の所在地を地番まで記載すること。 

現場責任者の職名、 
氏 名 及 び 住 所 

職名：管理課長     氏名：和歌山 次郎        
住所：○○市△△町□□丁目◇◇番地            

特 定 事 業 区 域 の 
所 在 地 及 び 面 積 

所在地 

○○市○○町○○番地 

ほか３筆  

特定事業場の面積     ４，５００㎡ 
うち特定事業区域の面積 ４，５００㎡ 

特定事業を施工する事務所の所在地 ○○市○○町○○番地 
（電話番号）０７３－○○○―△△△△ 

特定事業に必要な施設及び事務所の 
設 置 計 画 及 び 位 置 別添のとおり 

特定事業を行う土地の所有者の 
氏名（法人にあっては、名称及び 
代 表 者 の 氏 名 ） 及 び 住 所 

氏名：紀州 一郎             
 
住所：○○市○○町○○番地               

特定事業区域内の表土の汚染状況に 
ついての検査結果（当該表土と 
特定事業に使用される土砂等が 
遮 断 さ れ る 構 造 で あ る 場 合 に 
あ っ て は 、 そ の 構 造 ） 

   別紙のとおり 

一 時 堆 積 事 業 に 使 用 さ れ る 
土砂等の搬入予定量及び搬出予定量 

搬入予定量  １０，０００ ㎥ 
（１日平均      ５０ ㎥） 
搬出予定量  １０，０００ ㎥ 
（１日平均      ５０ ㎥） 

一 時 堆 積 事 業 を 行 う 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

土砂等への廃棄物の混入防止措置 土砂搬入時における展開検査を実施 

特 定 事 業 場 の 構 造    別紙図面のとおり 
特 定 事 業 区 域 内 の 浸 透 水 を 
採 取 す る た め の 措 置    別紙図面のとおり 

特定事業に使用される土砂等に 
ついて、当該土砂等の採取場所ごと 
に当該土砂等を区分するための措置 

   別紙図面のとおり 

記載例 
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別記第９号様式（第 15 条関係） 

特定事業（一時堆積事業）変更許可申請書 

 
令和○○年○○月○○日   

  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
申請者     和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 

 
令和○○年○○月○○日付け和歌山県指令○第○○○号で許可を受けた事項について変更した

いので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 24 条第 1 項の

規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

 
 

許可番号等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号 
変 更 し た 

事項の内容 変更後 変更前 

 

 

特定事業 

区域の面積 

 

 

５，０００平方メートル 

 

 

 

４，５００平方メートル 

 

 

 

 

特定事業が 

完了した 

場合の特定 

事業場の 

構造 

 

 

 

別添のとおり 

 

 

 

別添のとおり 

変更の理由 

 
 
 
○○○に伴う事業拡張のため 

記載例 



－58－ 

  

別記第 10 号様式（第 15 条関係） 

特定事業変更届出書 

 
令和○○年○○月○○日  

 和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
届出者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
 

令和○○年○○月○○日付け和歌山県指令○第○○○号で許可を受けた事項について変更

したので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 25 条の

規定により、次のとおり届け出ます。 
 

備考 特定事業の変更があった日から起算して 10日以内に届け出ること。 

変更した事項の内容 変 更 後 変 更 前 

 

 

主たる事務所の所在地 

 

 

和歌山県○○市○○町 

○○丁目○○番地 

 

 

 

 

 

 

和歌山県○○市◇◇町 

◇◇丁目◇◇番地 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 
 
 

本社の移転による 
 
 
 
 

添付書類 
 １ 特定事業の許可を受けた者の氏名、住所を変更する場合にあっては、住民票の写し（法

人にあっては、登記事項証明書） 
 ２ 特定事業に使用される土砂等の量（土砂等の量を減少させるものに限る）を変更する

場合にあっては、土砂等の量を計算した計算書 

記載例 



－59－ 

別記第 11 号様式（第 16 条関係） 

土砂等搬入届出書 

 

令和○○年○○月○○日   
  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 
届出者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
令和○○年○○月○○日付け和歌山県指令○第○○○号で許可を受けた特定事業について、

土砂等を搬入したいので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する

条例第 26条の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 
 

土 砂 等 の 採 取 場 所 の 所 在 地 和歌山県Ａ郡Ａ町Ａ字Ａ番地ほか 

土砂等の採取場所の責任者の住所、 
氏 名 及 び 電 話 番 号 別添のとおり 

土 砂 等 の 搬 入 予 定 量 
当該採取場所からの搬入予定量 
          ６，０００㎥ 
（うち今回の搬入量 ３，０００㎥） 

土 砂 等 の 搬 入 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

土砂等の運搬事業者の住所、 

氏 名 及 び 電 話 番 号 

和歌山県Ｂ市Ｂ町ＢＢ番地 

 Ｂ建設株式会社 

  代表取締役 紀州 三郎 

０７３－○○○―◇◇◇◇ 
添付書類 
 １ 土砂等に係る売渡証明書その他の土砂等を譲渡したことを証する書類又は当該土砂等

の発生場所の責任者が発行した土砂等発生元証明書 
 ２ 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査結果を証明する書面（環境計量士が発行した

ものに限る。）。ただし、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関

する条例施行規則第 16 条第４項各号のいずれかに該当する場合にあっては、これら書面

の添付を省略することができる。 
 ３ 産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例施行規則第 16

条第４項第２号に該当する土砂等である場合にあっては、当該土砂等に係る売渡証明書

その他の当該土砂等を譲渡したことを証明する書面及び採石法、砂利採取法その他の法

令等に基づき許認可を受けていることを証明する書面 

記載例 



－60－ 

別記第 12 号様式（第 16 条関係） 

土砂等発生元証明書 

 
令和○○年○○月○○日   

 和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
発生元事業者    和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 

責任者氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
Ａ建設株式会社 代表取締役 紀伊 三郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 

土砂等の発生について、次のとおり証明します。 
なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄

物ではありません。 

 
 
 
 
 
 

 

採 取 場 所 の 所 在 地 和歌山県Ａ郡Ａ町Ａ字Ａ番地ほか 
証明に係る土砂等 
が建設工事等に 
より発生した場合 
にあっては、建設 
工 事 等 の 概 要 

工 事 名 Ａ団地造成工事 

発 注 者 和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 
Ａ建設株式会社 代表取締役 紀伊 三郎 

工事施工期間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

当該工事に係る土砂等発生量          １０，０００㎥ 
（うち今回の搬入量 ６，０００㎥） 

今回の証明に係る土砂等の量           ３，０００㎥（4,000 ㎥以内） 

発生土砂等の汚染状況についての 
検 査 結 果 の 証 明 書 の 有 無 

 
有 ・ 無 

証明に係る土砂等の運搬事業者の 
住所、氏名及び電話番号（法人にあ 
っては、その名称、代表者又は主た 
る事務所の所在地及び電話番号） 

和歌山県Ｂ市Ｂ町ＢＢ番地 

 Ｂ建設株式会社 

  代表取締役 紀州 三郎 

０７３－○○○―◇◇◇◇ 
 

証明に係る土砂等の使用者の住所、 
氏名及び電話番号（法人にあっては、 
その名称、代表者又は主たる事務 
所 の 所 在 地 及 び 電 話 番 号 ） 

和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

○○株式会社  

代表取締役 和歌山 太郎 

０７３－○○○―△△△△ 

記載例 
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別記第 13 号様式（第 18 条関係） 

特定事業着手報告書 

 
令和○○年○○月○○日   

  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
報告者    和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
 
土砂等の埋立て等に着手したので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防

止に関する条例第 28 条の規定により、次のとおり報告します。 
 

備考 特定事業に着手した日から起算して 10 日以内に報告すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

許 可 番 号 等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号     

特 定 事 業 の 施 工 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

着 手 年 月 日 令和○○年○○月○○日 

土 砂 等 搬 入 届 出 書 の 
提 出 年 月 日 令和○○年○○月○○日 

記載例 



－62－ 

別記第 14 号様式（第 19 条関係） 

特定事業場状況報告書 

 
令和○○年○○月○○日   

  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
報告者    和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
 
産業廃棄物の保管及び土砂等の不適正処理防止に関する条例第 29 条の規定により、特定事

業場の状況を次のとおり報告します。 
 

備考 特定事業を開始した日から起算して６月ごとに当該６月を経過した日から起算して３週

間以内に報告すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

許 可 番 号 等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号  
特 定 事 業 区 域 の 面 積 
（一時堆積事業である場合の 
実 施 済 面 積 は 、 堆 積さ れ て 
い る 面 積 と す る 。 ） 

 ４，５００㎡ 
 
（うち実施済面積３，０００㎡） 

特定事業が一時堆積事業以外の 
場合にあっては、特定事業に 
使 用 さ れ た 土 砂 等 の 量 

 
５，０００㎥ 

 
 

特定事業が一時堆積事業である 
場 合 に あ っ て は 、 土砂 等 の 
搬 入 量 及 び 搬 出 量 

搬入量    
                   ㎥    

搬出量 
                   ㎥ 

今 回 の 報 告 に 係 る 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日  

記載例 



－63－ 

別紙 
 

採取場所・工事名等 搬入予定量 
㎥ 

前回累計量 
㎥ 

今回報告量 
㎥ 

累計量 
㎥ 備考 

Ａ団地造成工事 ６，０００ １，５００ ２，０００ ３，５００  

県道Ｄ線改良工事 ３，０００ ５００ ５００ １，０００  

Ｃマンション建築 １，０００ ０ ５００ ５００  

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

合 計 １０，０００ ２，０００ ３，０００ ５，０００  
 



－64－ 

別記第 15 号様式（第 22 条関係） 

特定事業水質・土壌検査報告書 

 
令和○○年○○月○○日   

  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
報告者    和歌山県ＡＡ市ＡＡ町ＡＡ番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
 

産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第 30 条第 3 項の規

定により、水質（土壌検査）の検査結果を次のとおり報告します。 

 
備考 

１ 不要な部分を線で消すこと。 
２ 計量証明における試料採取は、計量証明を行う者の計量管理の下で行うこと。 
３ 次に掲げる書類を添付すること。 

(1) 水質検査又は土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場写真 
(2) 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書 
(3) 水質検査又は土壌検査の結果を証明する書面（環境計量士が発行したものに限る。） 

 
 
 
 
 

 

許可番号等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号  

検査の区分 
 

水  質  ・  土  壌 
 

検 査 試 料 
採 取 場 所 別添書類及び現場写真のとおり 

検 査 試 料 
採取年月日 

 
令和○○年○○月○○日  

 

検 査 結 果 別添のとおり 

記載例 
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別記第 16 号様式（第 24条関係） 

特定事業完了（廃止）届出書 

 
令和○○年○○月○○日   

 和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
届出者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                 電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
特定事業を完了（廃止）したので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防

止に関する条例第 32 条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 
 

備考 
１ 不要な部分を線で消すこと。 
２ 特定事業を完了した場合にあっては、完了した日から起算して 15 日以内、特定事業を廃

止した場合にあっては、廃止した日から起算して 30 日以内に届け出ること。 
 

 
 

許 可 番 号 等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号 

完了（廃止） 
年 月 日 等 

計画期間  令和○○年○○月○○日～ 
令和○○年○○月○○日 

 
 
完了（廃止）年月日  令和○○年○○月○○日 
 
 

検 査 希 望 日  
     令和○○年○○月○○日                   

完了（廃止）した 
特定事業区域の 
構 造 

別添のとおり 

記載例 
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別記第 17 号様式（第 24 条関係） 

特定事業休止（再開）届出書 

 
令和○○年○○月○○日   

 和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
届出者   和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

    
 

特定事業を            ので、産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適 

 

正処理防止に関する条例第 32条       の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

備考 不要な部分を線で消すこと。 

許 可 番 号 等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号 

休 止 （ 再 開 ） 
年  月  日  等 

計画期間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 
休止（再開）年月日  令和○○年○○月○○日 
休止期間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

特定事業の休止の 
場合にあっては、 
特定事業区域以外 
の地域への当該特 
定事業による土壌 
の汚染及び浸透水 
の汚濁の対策のた 
め に 必 要 な 措 置 

  

特 定 事 業 が 一 時 
堆 積 事 業 で あ る 
場合にあっては、 
特 定 事 業 区 域 の 
面 積 の う ち 土 砂 
等 が 堆 積 さ れ 
て い る 面 積 

 
㎡ 

 

記載例 

２月以上休止する 
２月以上休止した 
再 開 す る  

第１項 
第２項 
第８項 



－67－ 

別記第 18 号様式（第 25条関係） 

特定事業承継届出書 

 
令和○○年○○月○○日   

  和歌山県知事 ○○○○ 様 
 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
届出者   和歌山県○○市◇◇町△△番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）  
◇◇株式会社 代表取締役 和歌山 次郎  

                電話番号 ０７３－○○○―△△△△  

 
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例第19条第１項の許可を受け

た者の地位を承継したので、同条例第 33 条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

備考 特定事業の許可を受けた者の地位を承継した日から起算して 30 日以内に届け出ること。 
 

 
 

許 可 番 号 等 令和○○年○○月○○日 和歌山県指令○第○○○号 

承継前の事業者 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
和歌山県○○市○○町○○丁目○○番地 

 
氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

○○株式会社 代表取締役 和歌山 太郎 
 

承 継 の 理 由  合併による         

承 継 年 月 日       令和○○年○○月○○日  

添付書類 
 １ 地位の承継の事実を証する書面 
 ２ 地位の承継をした者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書） 

３ 工事の経歴等及び資金計画書 

 

記載例 


